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研究成果の概要（和文）： 
 
 わが国農協制度は、戦後農村民主化の一環として導入されたが、社会経済環境の変化に
対応した本格的見直しが行われなかった。そのため、法の目的、組合員資格などの点で、
現実との乖離を拡大しており、早急な制度改革が求められている。理念的に言えば、農業
協同組合から農村協同組合への転換が必要であり、准組合員等の利用や運営参加にかかる
定款自治の拡大など、弾力的運用が可能となる制度設計が必要である。また、株式会社も
含む各種法人形態を活用した農業農村の活性化が期待されている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Japanese agri-cooperatives system was introduced as one of the democratization policies 
of GHQ. But Agricultural Cooperatives Act was not amended fundamentally for long time, 
while socio-economic environment was changed. Purpose of the act should be changed from 
“Farmers’ Coop” to “Rural Coop” and limitation of membership to farmers should be 
relaxed or eliminated. And regal control to cooperatives’ organization and internal rules 
should be replaced by self government through their companies’ articles. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)農業経営の大規模化や専門化、農業法人化
などの動きの中で、農村における協同組織は
その存在意義を問われている。とくに、総合
農協は、農業者組合員の農協ばなれ、正組合
員数の減少、准組合員の増加などで歴史的転

換期を迎えている。 
(2)06 年の会社法改正にともなって、協同組
織も多様な法人形態の選択が可能になって
おり、法人制度選択の幅も拡大している。 
(3)日本協同組合学会では、これまで、農協の
組織的性格や法人制度のあり方について、大
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会シンポジウム等で検討してきた。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究では、農協をはじめとする農村協同
組織の制度について、経済学、協同組合論、
法学の各分野からの複眼的アプローチによ
って、わが国農協法及び農村協同組織制度の
問題点と課題について分析を行い、今後の農
村協同組織の制度的あり方について具体的
な提案を行うことを目的とした。 
(2)その際に、先行的に農協制度の改革が行わ
れている欧、米、さらに日本と同様の問題に
直面するアジア（韓国、中国）との国際比較
研究を行う。 
(3)それらを通じて、農村協同組織に関する日
本型制度創出を提案する。 
 
３．研究の方法 
(1)研究にあたっては、４つのサブテーマを
設定し、サブテーマごとの研究とともに、そ
れらを横断する研究交流を重視することと
した。 
(2)サブテーマは、「わが国農村協同組織の実
態分析」「わが国農村協同組織の制度分析」
「農村協同組織の実態に関する国際比較」
「農村協同組織の制度に関する国際比較」の
４つとした。 
(3)3年の研究期間のうち、第 1年度には、主
としてわが国農村協同組織の実態と制度問
題の研究を、第 2年度には主として農村協同
組織の実態と制度に関する国際比較を、第 3
年度には、補足調査等を行うとともに研究の
総合化と新たな制度提言に関する検討を行
うこととした。 
 
４．研究成果 
 
1. 総合農協の制度的問題点と制度提案 

A) 総合農協の制度理念問題 
 わが国総合農協は、戦後自作農保護を目的
に制度化されたものだが、その後の経済発展
と農民の減少に伴って、農協の現実は変化し
た。通常、制度は現実の変化を追いかけて変
更されるが、農協制度の場合、本格的な見直
しがなされず、問題先送り的な対応に終始し
てきた。このことは、農協制度のモデルとな
った合衆国農協法がその後も本格的修正が
なされたことと対照的である（明田(2011)）。 
 農協法制度の改変方向については、産業別
個別法を脱して協同組合一般法とすべきと
の見解もある。また個別法として継続する場
合は、農民主体のユーザーシップ型制度とす
るか、非農業者を含む農業振興の目的に賛同
する者によるメンバーシップ型制度として
の改変がありうる。 
 

B) 総合農協の組合員制度問題 

 制度問題の内で当面重要なのが、准組合員
問題である。准組合員は、組合への出資と事
業利用は可能だが、運営参加権を認められな
い変則的組合員である。 
 准組合員制度に関する歴史的検討によれ
ば、産業組合時代においては職業による組合
員資格制限は行われておらず、強い員外利用
規制がなされていた。准組合員制度の原型は
むしろ、戦時農業団体整備として行われた農
業会制度の発足にある（増田（2010b)）こと
が明らかとなった。 
 准組合員については、農業者の投票権を上
回らない形で共益権を付与すべきとの見解
（高田(2011)など）が主流だが、メンバーシ
ップ型組織として正・准組合員区分を廃止す
べきとの見解もある（青柳(2008)ほか）。 
 さらに、海外においては利用組合員のほか
に「投資組合員」制度を認めるものもあり、
わが国准組合員制度との一面での類似性が
検出された（多木(2009)ほか）。 
 

C) 総合農協のガバナンス問題 
 ガバナンス問題としては、准組合員の運営
参加権付与問題、それにともなう運営参加権
の量的制限問題があるが、具体的な内容検討
までに至っていない。 
 
2. 小規模農村協同組合の制度的問題点と

制度提案 
A) 経営実態の多様性と流動性のもとでの
制度的硬直性 

 農村協同組織は、きわめて多様な形態をも
ち、世代交代等にともなって、総合農協以上
に組織実態は流動的である。 
 小規模農村協同組合法人組織は、農協法に
もとづく「農協」または「農事組合法人」が
中心だが、農協法が農協の大型化、金融機関
化をおいかけて肥大化したために、小規模組
織にとっては制度的「過剰装備」となってい
る（増田(2010a)。 
 また、農業法人制度が漸次整備されてきた
が、逆に株式会社制度も弾力化されたために、
農業組織を株式会社形態で法人化すること
も可能となり、協同組織型法人との制度間競
合も生じている（関(2011)）。 
 小規模協同組織においては、世代交替にと
もなって、利用と労働の乖離が生じて、組合
員間の利害対立が生じるが、これを協同の成
果の利用、労働、所有への配分問題として定
量的に分析し、制度選択の現実問題として、
また理論的課題として提起した（増田
(2011a)）。 
 

B) 農業法人制度の特性と総合農協との関
係 

 農業法人の総合農協加入については、協同
組合運営における 1人 1票制の実質的変更で



 

 

あるが、その歴史的分析（関(2011)）ととも
に、制度の弾力化の面からも検討を行った。 
 

C) 地域「支援組織」としての協同組織の
あり方 

 農業協同組合は、農業者の組合であるとと
もに、地域の協同組合としての性格を持つが、
それが農村地域再生において果たすべき役
割と制度的課題について、検討を行った（北
川(2011)）。 
 
3. 海外農協制度の動向とわが国制度への

示唆 
A) 合衆国における農協制度の新たな展開 

 わが国農協制度のモデルとなった合衆国
農協法だが、課税のパススルーが可能となる
ような制度改正や、投資組合員制度の導入な
ど、その後も制度改革が進められた（明田
(2011)）。利用組合員と投資組合員との間の
議決権の調整は、わが国准組合員制度にとっ
て示唆的である。 
 

B) ＥＵにおける農協制度の動向 
 ヨーロッパでは、協同組合事業の国際化が
より一段と進んだ。ベックム氏はそれを 10
のタイプに区分している（栗本(2011)）。ま
た、多国籍型協同組合の必要から EU 協同組
合法が制定されたが、同法にもとづく法人設
立は未だわずかである。 
 

C) 中国における農協制度の新たな展開 
 中国においても、政府主導で設立された農
業協同組合に対比される新たな農業協同組
合の動きが強まり、農民専業合作社に関する
法制度が整備された。それらは「新型合作社」
と呼ばれている。農民専業合作社法では、そ
れまでと異なって「集団所有制」が否定され、
組合員個人の権利義務が明確にされている
ところに特徴がある（青柳(2011)）。 
 

D) 韓国における農協制度の新たな展開 
 韓国の農業協同組合は、日本と同様に市場
主義の強まりの中で組織再編に揺らいでい
る。とくに全国中央会が総合事業を行う方式
をあらためて連合会段階での事業分離が日
程に上っており、わが国対応にも示唆的であ
る（多木(2011)）。 
 
 なお、本研究の成果は、増田佳昭編『大転
換期の農協－制度と現実－（仮題）』として、
家の光協会から 2011年に刊行の予定である。 
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